


大垣市緑園７１番４

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 100 50 低層住宅地

-

準工(60,200)
都市機能誘導区域

市全体の人口はほぼ横ばいであるが、地域間の増減格差は拡大傾
向にある。今年度から立地適正化計画を実施。

供給物件が少ないため取引は低調であるが、市場滞留期間は短く、
駅徒歩圏周縁の人気エリアとしての地位が高まっている。

個別的要因に変動はない。

取引事例比較法は、価格牽連性の強いエリアから採用した５事例によって試算し、典型需要に即した価格が得られた。収益
還元法も実際の賃貸事例に基づき試算したが、当該地域の賃貸住宅は地主の物件が大半であり、土地の元本コスト、資産リ
スクが賃料を織り込みにくい市場特性が認められる。よって、収益価格は参考にとどめ、指定基準地でもある地価公示地と
の検討を踏まえたうえ、比準価格をもって鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

駅徒歩圏周縁の人気エリアで閑静な住宅地域としての熟成を維持していくと予測する。地価も強含みの推移を予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,400 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.4

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南東 1.9km

大垣
1.9km

(8)

北6m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

237

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,500 円／㎡

38,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.1％ ％

96.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 24日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

18,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧大垣市の全域と判定する。とりわけ代替競争関係が強い類似地域は、大垣駅南東の徒歩圏及び周縁の住宅地
域である。需要者の中心は３０代で戸建志向が強いが、駅徒歩圏ではマンション需要も顕在化している。対象近隣地域及び
周辺の中心価格帯は、土地が１２００万～２０００万円、新築建売は３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

前田不動産鑑定合同会社

前田　和彦



大垣市青柳町２丁目８５番２

低層住宅地

一般住宅が多い住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 100 80 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

人口は微減、世帯数は微増傾向、高齢化率は上昇傾向にある。取
引件数は横ばい、建築着工は分譲住宅の増加が見られる。

特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、一般住宅が主体の地域であり共同住宅も見られるが、需要者は自己居住目的の中堅個人層である。売買市場は
自己使用目的が大部分であり、快適性や利便性が重視され、対象基準地の画地規模では事業収支の観点からも共同住宅を想
定することは非現実的な為、収益還元法は非適用とした。比準価格は類似性の高い事例より査定しており妥当性は高い。よ
って、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

一般住宅の中に農地も残る住宅地域である。特別な変動要因はなく、地価は弱含みで推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 50,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

49,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+1.5

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西 4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

49,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

97.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

10,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 49,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市中心部南西寄りに位置する住宅地域。需要者
は大垣市内に居住又は勤務する３０～４０歳代の一次取得者層である。農地が残る地域である為ミニ開発も散見される。中
心部から距離があり地価水準が低位な地域のため利便性よりも価格重視の需要者が多い。当該地域の中心価格帯は土地は６
０坪程度で８００万～１，０００万円、新築戸建住宅は２，３００万～２，７００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市八島町字東菰田６７番

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート、農地等が見
られる住宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 100 50 30 低層住宅地

-

１住居(60,160)
居住誘導区域

人口は微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。高齢化率
は県全体よりも低い割合ではあるが、上昇傾向にある。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

当地域の賃貸市場は未成熟で、これを反映して収益価格は低位であった。需要者は主に自己所有目的で取引に参加しており、
比準価格の説得力が優れる。比準に際しては代替性の高い住宅地の事例を複数収集でき、さらに規範性の優劣に応じて試算
値の取扱いに差を付けており、精度の高い価格が得られた。よって、比準価格を採用し、収益価格を参考として、指定基準
地からの検討を踏まえ、さらに公示価格を規準とした価格との均衡にも留意し鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅を中心とする住宅地域で、利便性に優れることから、今後も住宅地として現状を維持しつつ推移すると予測する。
地価は強含みで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 65,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

65,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.4

+6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北 1.4km

大垣
1.4km

(8)

北4m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

(60,160)

特にない。 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

267

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,500 円／㎡

24,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.2％ ％

107.5 ］

100.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

65,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

-4.6

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 15日平成 30年 7月 1日

17,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 65,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域である。ＪＲ大垣駅周辺の住宅地域との牽連性が特に強い。主たる需要者は市内及び周辺
市町に居住、勤務する個人である。利便性に優れる地域であり、需要は底堅く、地価はやや強含みで推移している。需要の
中心価格帯は土地で１５００万円前後、新築の建物付きで３０００万円弱程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原奈美



大垣市稲葉東２丁目５７番

低層住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
郊外の住宅地域（稲
葉団地）

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 350 150 100 低層住宅地

-

１低専(50,80)

人口は微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。高齢化率
は県全体よりも低い割合ではあるが、上昇傾向にある。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

当地域においては収益物件の想定は現実的でなく、収益還元法の適用を断念した。また、原価法も不適用とした。比準価格
のみを得たが、比準価格は、自己所有目的の取引が主である当地域の地域性と親和性が高い。比準に際しては対象基準地と
同じ稲葉団地内の事例を採用できたことから、実証性の特に高い価格が得られた。よって、比準価格を採用し、指定基準地
からの検討も踏まえ、さらに公示価格を規準とした価格との均衡にも留意して、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当地域は大垣市郊外の住宅団地で、地域要因に変動は見られないものの、需要は年々弱まっている。今後も地価は下落傾向
で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 38,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

37,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-0.2

+6.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅
東 2.8km

垂井
2.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

278

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

40,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6％ ％

109.0 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

37,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

-1.1

+34.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

48,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

130.9 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 15日平成 30年 7月 1日

10,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 37,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

30,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象基準地は大垣市郊外の住宅団地にあり、同一需給圏は大垣市内及び隣接する垂井町の住宅地域である。主たる需要者は
市内及び周辺市町の個人である。市中心部への訴求力が増す中、郊外の住宅団地は需要が低下しつつあり、当団地内には中
古建物を取り壊し、更地として売りに出される物件が散見される。需要の中心価格帯は更地で８００万円強である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原奈美



大垣市牧野町３丁目１０９番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ郊外の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 150 0 100 低層住宅地

-

２住居(60,200)
居住誘導区域

市全体では概ね横ばいの人口動態はエリア格差が広がりつつある。
今年度から立地適正化計画を実施。

ミニ開発の継起が認められる一方、既存住宅地域は若年層の転入
が少なく、住民の高齢化が加速している。

個別的要因に変動はない。

取引事例比較法は、代替競争関係が緊密な４事例によって試算し、市場実態の具現性が高い価格が得られた。収益還元法は
非適用であるが、当該地域の賃貸市場においては、地主物件が供給の大半をを占めるため、賃料に不動産特有のリスクが反
映されにくい実態があることを把握している。したがって、取引事例比較法の試算結果について指定基準地でもある地価公
示地との検討を踏まえたうえ、比準価格をもって鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

幹線背後で用途が混在し、住宅地域としての純化に向けた動きは停滞すると予測する。住宅市場での競争力は比較劣位のた
め、地価の下落が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

43,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+6.0

+60.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北西 5.5km

大垣
5.2km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

169.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 24日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

7,140,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧大垣市の西部と判定する。需要者の中心は３０代の戸建取得者である。自動車移動が主流のため、車２台以
上の並列駐車が可能な画地が標準的である。対象近隣地域及び周辺の中心価格帯は、土地が６００万～１０００万円、新築
建売は２０００万～２７００万円である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

前田不動産鑑定合同会社

前田　和彦



大垣市菅野３丁目１３番２

低層住宅地

中規模一般住宅のほ
かにアパート、農地
等も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 70 100 100 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

人口は微減、世帯数は微増傾向、高齢化率は上昇傾向にある。取
引件数は横ばい、建築着工は分譲住宅の増加が見られる。

戸建分譲や個人住宅の建築が近隣地域周辺で見られる程度であり、
特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は一般住宅を中心に共同住宅も見られるが売買市場は自己使用目的が大部分で居住の快適性や利便性が重視される
ため比準価格の説得性が高い。比準価格は大垣市北西方の事例より査定した。収益査定にあたっては地価に見合う賃料水準
が形成されていないため、賃貸経営目的の取引は殆どなく査定された収益価格も低位となった。よって、比準価格を標準と
するが、収益価格も参考に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

西側の住宅地では建売分譲など宅地化が徐々に進展しているが、当該地域は比較的安定的に推移している。地価は弱含みで
推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 45,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

45,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+0.3

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北西 4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

322

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,000 円／㎡

20,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

107.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

14,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

36,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市北西寄りに位置する住宅地域。需要者は大垣
市内に居住又は勤務する３０～４０歳代の一次取得者層である。市街化調整区域に近接するため取引は少なく、ミニ開発が
散見される程度である。地価水準が低位な地域であり利便性よりも価格重視の需要者が多い。当該地域の中心価格帯は土地
は６０坪程度で８００万～１，０００万円、新築戸建住宅は２，３００万～２，６００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市禾森町５丁目７０番２

低層住宅地

中規模一般住宅の中
に倉庫等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 50 50 100 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、岐阜県全体に比べ減
少率は低い。ＪＲ大垣駅徒歩圏ではマンション需要が高まってい
る。

駐車場が多いため需要を喚起する不動産開発は見られず、戸建用
地需要は価格水準が低い周辺部へシフトしている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は収益性よりも居住の利便性・快適性を志向する住宅地域で、需要者は自己使用目的の中堅個人層である。当該地
域にはアパートも見られるが、売買市場は自己使用目的が大部分である。よって、収益価格は参考程度に留め、市場の実態
を反映した比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
ＲＣ３

当該地域は大垣市民病院に近接するため、周囲には病院来客用の青空駐車場が多いため、新規の分譲住宅販売は見られず、
今後も現状維持程度で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

75,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.4

-2.7

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南方 2.5km

大垣
2.5km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

公共利便施設・幹線道路に
近接する住宅地域。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

281

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 24.0  ｍ、　規模 280  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,100 円／㎡

38,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

98.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 26日 正常価格

平成 30年 7月 17日平成 30年 7月 1日

21,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地及び外延部住宅地域。需要者の中心は市内の中
堅以上の個人層。交通利便性が優る中心市街地では戸建・マンション需要が高まっており、外延部住宅地の需給関係にも安
定化の動きが見られる。なお、当該地域は大垣市民病院用の駐車場が多いため、新規の分譲住宅販売は見られず、不動産取
引は低調である。周辺部での中心価格帯は建売分譲で２５００万円～３２００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市浅草２丁目４１番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート、農地が見ら
れる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 70 30 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣駅周辺の利便性の高い地域等では、土地需要は比較的堅調に
推移しているが、利便性が劣る郊外の住宅地については、需要は
弱い。

周辺の地域で商業店舗の建て替わり等が見られるが、全般的には、
地域要因に大きな変動はない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、居住の快適性を重視した自用目的の取引が多い住宅地域であるが、比準価格の試算では、基準地と類似の取引事
例を収集・選択しており、資料の信頼性は高い。なお、収益想定に合理性が認められないため、収益価格を求めることはで
きなかった。よって、市場の実勢を反映した比準価格を標準に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり
決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

名神高速道路大垣Ｉ．Ｃや江東小学校に近く、居住環境は比較的良好であるが、郊外に位置することから需要者の選好性は
相対的に劣り、地価は今後も下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

46,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.1

+3.2

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南 6.8km

大垣
6.8km

(8)

西5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

46,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

105.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 22日 正常価格

平成 30年 7月 22日平成 30年 7月 1日

7,530,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 46,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

37,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧大垣市の南部を中心とする郊外の住宅地域である。需要者の中心は、３０歳代後半以上の当市居住者を主
体とする一次取得者である。当地域は、小学校に近く、居住環境も良好であるが、郊外の住宅地は需要者の選好性が劣るこ
とから、需給関係は弱含みの推移となっている。土地価格は７００～１０００万円程度、新築戸建分譲は２２００～２５０
０万円程度が需要の中心になっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社トヨタカンテイ

太田　洋一



大垣市笠木町字吉海道３２０番２

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート等も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 20 100 120 低層住宅地

-

１中専(60,172)
居住誘導区域

当市の景況は回復基調で、人口は微減傾向である。住宅地需要は、
大垣駅周辺一帯以外は回復していないと推察する。

旧当市内での住宅地の相対的な人気度は、やや低下気味と推断す
る。

個別的要因に変動はない。

周辺には低層のアパートが介在するが、基準地の画地規模では、有効な投資採算性の確保が困難であり、収益価格は算出し
なかった。地域は自用目的での戸建住宅の取引が中心であるため、近傍での住宅用地の取引価格を基礎とした比準価格は適
確と判断する。よって、同一地点となる地価公示代表標準地価格からの半年間の変動状況を踏まえ、鑑定評価額を上記の如
く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

北小校区ではあるが、通学距離に加え、国道２１号による市街地の物理的分断等により住宅市況は活発とは言い難い。大垣
駅北の住宅地との効用劣位の幅が拡大していると認識する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 48,700円／㎡

公示価格 48,600円／㎡

標準地番号 大垣 11-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅
北西方 3.3km

大垣
3.3km

(8)

北4.3m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(60,172)

当旧市北西部の住宅地域 基準方位北、４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

167

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

48,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.2 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 15日平成 30年 7月 1日

8,120,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 48,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

39,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧当市の市街化区域の内、外縁部の住宅地域と判定するが、特にＪＲ東海道本線以北の住宅地域との牽連性
が強い。当市内及び周辺市町の勤労者世帯が需要の中心であり、主たる需要層は一次取得者と解する。景気は回復維持であ
るが、不動産需要度は大垣駅近辺の市街地が高く、集中しており、二極化が進んでいる。土地のみで８００万円～９００万
円程度、新築戸建住宅は２，０００万円～２，５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市上石津町上多良字堂之上６６７番１外

低層住宅地

農家住宅を主体とす
る旧来からの住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 100 低層住宅地

-

「都計外」

人口約５千５百人の上石津地区にあって少子高齢化が進行してい
る。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

収益性に基づく取引は皆無であり賃貸市場が未成熟な地域であるため、収益還元法は非適用とした。一方比準価格は価格牽
連性が認められる事例を採用し試算されたものであり説得力を有する。また主たる需要者は実際に生起した取引価格を重視
する傾向にあると思料する。よって市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

山間にある農家集落地域で、今後も現状維持にて静態的に推移すると予測する。地価水準はやや下落傾向で推移すると予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅
南 13km

関ケ原
13km

(8)

南3.7m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北３．
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

651

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,150 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

3,350,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,150 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は上石津町及び周辺町の農家集落地域。主たる需要者は地縁性を有する個人を中心とする。山間の農家集落地域
で市場は静態的に推移しており、取引も限定的である。少子高齢化による影響等を背景に、需給は弱含みである。なお取引
が少なく需要の中心価格帯を見出すのは困難であるが概ね土地のみで坪当たり２万円弱程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



大垣市上石津町牧田字上野２５４２番

低層住宅地

中規模住宅を主体と
する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 30 50 低層住宅地

-

「都計外」

人口約５千５百人の上石津地区にあって少子高齢化が進行してい
る。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

収益性に基づく取引は皆無であり賃貸市場が未成熟な地域であるため、収益還元法は非適用とした。一方比準価格は価格牽
連性が認められる事例を採用し試算されたものであり説得力を有する。また主たる需要者は実際に生起した取引価格を重視
する傾向にあると思料する。よって市場性を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

新旧の戸建住宅を中心とする住宅地域で、今後も現状維持にて静態的に推移すると予測する。地価水準はほぼ横ばい傾向で
推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅
南東 4.4km

関ケ原
4.4km

(8)

北東3.3m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北３．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

403

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0

-1.0

方位

不整形

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

4,030,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は上石津町及び周辺町の農家集落地域。主たる需要者は地縁性を有する個人を中心とする。上石津町の中でも比
較的利便性の良好な地域で新築間もない住宅も見られるが、既成集落における取引は少なく市場は静態的に推移している。
なお需要の中心価格帯を見出すのは困難であるが概ね土地のみで坪当たり３万円～４万円程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



大垣市楽田町３丁目３７番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パ－ト、農地等が見
られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 50 100 70 低層住宅地

-

１中専(60,200)

人口は微減、世帯数は微増傾向、高齢化率は上昇傾向にある。取
引件数は横ばい、建築着工は分譲住宅の増加が見られる。

特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、共同住宅も見られるが取引は自己使用目的によるものが大半であり、需要者は自己居住目的の中堅個人層であ
る。対象基準地の画地規模では事業収支の観点からも共同住宅を想定することは非現実的な為、収益還元法は非適用とした。
比準価格は類似性の高い事例より査定しており実証的で妥当性は高い。よって、快適性や利便性を反映した比準価格を採用
し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

特別な変動要因はなく、当分の間現状維持で推移していくものと予測する。地価は弱含みで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 56,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

56,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.3

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北東 2.3km

大垣
2.3km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

176

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.2％ ％

130.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

9,930,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 56,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

45,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市中心部の岐大バイパス北側に位置する住宅地
域。需要者は大垣市内に居住又は勤務する３０～４０歳代の一次取得者層である。近隣地域および周辺の宅地開発は一段落。
中心市街地と比較してやや利便性が劣るものの、価格面では割安感が認められる地域である。当該地域の中心価格帯は土地
は６０坪程度で１，０００万円程度、新築戸建住宅は２，７００万～３，０００万円までである。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市恵比寿町北５丁目７番２外

低層住宅地

一般住宅を中心にア
パートも見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 140 100 80 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

人口は微減傾向、高齢化は緩やかに進行中。利便性に優る市街地
等における需要は底堅く、住宅地価は横ばいないし上昇に転じて
いる。

区画整然とした住宅地域で、需要は見込めるものの供給が弱く、
市場はやや静態的に推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は一般住宅主体の住宅地域で、取引は居住性を重視する自用目的のものが大半である。周辺で見られるアパート等
の収益物件は節税を主目的とするものが多く、土地への収益配分を必ずしも期待している訳ではない。対象基準地程度の規
模では収益性を追求するのは難しく、収益価格は低位に求められた。本件では成約事例から求めた比準価格を標準とし収益
価格も参考にして、前年価格からの変動状況など踏まえた上で、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

周辺に見られる駐車場等の低利用地の宅地化が漸次進むものと思われる。ただ、周辺は素地等の供給が弱く分譲物件が少な
いことから、今後の宅地化速度は緩やかなものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,100円／㎡

公示価格 74,100円／㎡

標準地番号 大垣 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅
南東 2km

大垣
2km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

252

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 21.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,100 円／㎡

36,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

18,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市の市街地ないし周辺部の住宅地域。主な需要者は市内居住の１次取得者であるが、市外からの転入者や中
心部からの住替え需要も見込まれる。市場は戸建住宅に関連するものが中心であり、分譲物件は郊外から市街地寄りに軸足
が移っている。近隣地域周辺は利便性・居住性が概ね良好なため、潜在需要は見込めるものの供給が弱い所である。取引の
中心価格帯は６０坪程度の土地で１５百万円前後、新築戸建分譲は２７～３５百万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

14 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社中園不動産鑑定所

中園真一





大垣市東町１丁目１９８番１

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 80 90 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

人口は微減、世帯数は微増傾向、高齢化率は上昇傾向にある。取
引件数は横ばい、建築着工は分譲住宅の増加が見られる。

近隣地域周辺はミニ開発による宅地分譲が活発に行われている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は一般住宅を中心に共同住宅も見られるが売買市場は自己使用目的が大部分で居住の快適性や利便性が重視される
ため比準価格の説得性が高い。本件については価格牽連性が高い同一小学校区内の規模が類似する事例より査定した。収益
査定は節税目的によるものが大半で、純粋な投資目的の案件は少なく査定された収益価格も低位となった。よって、比準価
格を標準とするが収益価格も参考に代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

地域として大きな変化は認められないが、周辺は宅地化が進み今後も住宅地として熟成していくものと予測される。地価は
横ばいで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 52,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

52,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.9

+38.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
東 3.8km

大垣
3.8km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道
ガス
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

268

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

52,100 円／㎡

22,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

74,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

142.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 52,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

42,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市中心部東寄りに位置する住宅地域。需要者は
大垣市内に居住又は勤務する３０～４０代の一次取得者層。ソフトピア周辺の居住環境整備の影響を受け、大垣環状線以東
の当該地域周辺もミニ開発が活発で戸建分譲や共同住宅の建設により人口流入が認められる。当該地域の中心価格帯は土地
は６０坪程度で９００万～１，２００万円、新築戸建住宅は２，８００万～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

16 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市郭町３丁目２５番

中層店舗併用住宅地

中層ビル、店舗併用
住宅等が建ち並ぶ商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 60 20 50 中層店舗併用住宅地

-

商業(100,500)
防火

都市機能誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にある。なお、ネット通販等の
拡大が小売店舗の売り上げに影響を与えている。

当該地域の西方の同一路線上では、大垣市役所新庁舎の建設が進
んでいる。

個別的要因に変動はない。

当該地域は本来収益性を志向する商業地域であるが、不動産取引は自用目的が中心である。比準価格は大垣市中心市街地商
業地の事例を中心に採用しており、適正に市場の実態を反映できたと思料する。よって、市場の実態を反映した比準価格を
重視して、収益価格を参酌して、さらに代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

医院兼住宅
Ｓ３

当該地域は銀行本店に近接しており、当分の間は小売店舗等の連坦性は維持されるものと予測する。なお、大垣駅徒歩圏で
はマンション需要が高まっており、地価水準は維持されるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

107,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.4

+19.1

-1.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南方 950m

大垣
950m

(8)

北30m県道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,500)

特にない ３０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

149

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

110,000 円／㎡

69,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

116.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 26日 正常価格

平成 30年 7月 17日平成 30年 7月 1日

15,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 107,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

86,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の商業地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市中心市街地の商業地域。需要者の中心は圏内に拠点
を有する一般法人又は個人事業者で、最近では圏外からの大手資本の参入も見られる。大垣駅南口方面では再開発ビルが完
成し、駅周辺の集客力は増している。また、駅徒歩圏のマンション販売も好調に推移しており、駅徒歩圏内の土地需要は概
ね堅調に推移している。ただし、大型商業施設との競合から商業地需要は依然として停滞が見られる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市桐ケ崎町９３番

３階程度の店舗事務所併用地

店舗、事務所が多く
一般住宅も混在する
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 100 ３階程度の店舗事務所併用地

-

商業(80,400)
準防

都市機能誘導区域

市内人口は微減傾向であるが、大垣駅周辺は北口で大規模住宅開
発が、南口では再開発事業が具現化、持続しており、動態度が高
い。

特に目立った変動は見られないが、大垣駅周辺の地域変貌下、そ
れとの相関的な地価体系で、地価形成されていると認識する。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、地方的な基幹駅へ徒歩圏の商業地域の部類であるが、一般住宅等が介在する様相である。取引に際しては自用
目的でのものが多く、収益性に着目した取引はあまり多くは見られず、賃貸市場の成熟度も高くはない。よって、取引市場
の実態を的確に反映した比準価格を標準とし、これに収益力を示している収益価格を関連付け、代表標準地価格との諸要因
の比較検討も踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

地域は店舗、事務所のほか住宅等も見られ、用途混在気味である。地域様相は堅実的で、特段の変動は見られない。しかし、
駅南の著しい地域変貌の相対的な影響下、マンション等用地の需要度が高まっていると推察する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 94,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

94,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+10.5

+12.3

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西方 600m

大垣
600m

(8)

東11m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

96,300 円／㎡

61,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.1 ％ ％

132.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 28日 正常価格

平成 30年 7月 15日平成 30年 7月 1日

23,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 94,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧市内の中心商業地及びその周辺の商業地域を含む一帯である。主な需要者は自用目的の地元事業者であるが、
纏った規模の画地は、分譲マンションの開発業者等が見込まれる。既成商業地の取引件数は多くはなく、その価格水準も規
模等の条件によって乖離が見られる。ＪＲ大垣駅南口での再開発事業は再開発ビルが完成し、それとの地理的位置関係下、
波及的効果が推察される。需要の中心価格帯は、立地条件等により様々で、見出し難い情勢である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市安井町２丁目１７番１

中低層店舗事務所地

小売店舗、営業所の
多い路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 50 0 中低層店舗事務所地

-

近商(90,300)
都市機能誘導区域

当市の人口は微減するも、減少率は県平均に比べ低い。平成２９
年土地取引件数は前年同様の水準である。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

賃貸用建物も少なからず見受けられるものの、土地需要は自己利用に基づく場合が中心的で収益性を重視する需要者は少な
いため、収益価格の規範性は劣る。一方比準価格は地域的特性が類似する複数の取引事例を基に試算している。また主たる
需要者は市場性を踏まえた意思決定を行う傾向にある。以上から比準価格を標準に収益価格を比較考量し、公示価格を規準
とした価格との検討も踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

市内幹線道路沿いの路線商業地域で、今後も漸次熟成しつつ推移すると予測する。地価水準は概ね横ばいで推移すると予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 89,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

89,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+28.3

+1.0

+7.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南東 2.5km

大垣
2.5km

(8)

南22m県道

近商
(80,300)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,300)

特にない ２２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

380

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 380  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

90,000 円／㎡

56,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 ％ ％

139.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

33,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 89,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

71,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内幹線、準幹線道路沿いの路線商業地域を中心とする。主たる需要者は法人及び個人事業者等で圏域の内外
を問わない。新規出店が散発的に見られ路線沿いは商業利用による建物集積が進んでおり、今後も路線商業地域として漸次
熟成しつつ推移すると思料する。なお土地利用は定期借地権設定に基づく場合が多いため需要の中心価格帯の把握は困難で
あるが、概ね土地のみで坪当たり３０万円程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



大垣市墨俣町墨俣字法蔵寺１０８６番１

低層店舗住宅併用地

中小規模の店舗、事
業所の他、住宅も混
在する路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 120 25 0 低層店舗住宅併用地

-

近商(80,200)
都市機能誘導区域

墨俣地区では人口約５千人弱であるも微増傾向にある。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

賃貸用建物も少なからず見受けられるものの、土地需要は自己利用に基づく場合が中心的で収益性を重視する需要者は少な
いため、収益価格の規範性は劣る。一方比準価格は同一需給圏内における複数の取引事例を基に試算しており説得力を有す
る。また主たる需要者は実際に生起した取引価格を重視する傾向にある。以上から比準価格を標準に収益価格を比較考量し、
公示価格を規準とした価格との検討も踏まえ鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ３

既成の路線商業地域であるが、商住混在地域として熟成しつつ推移すると予測する。地価水準はやや下落傾向で推移すると
予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

51,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

羽島 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.6

-0.3

-4.0

+7.2

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅
南西 4.8km

穂積
4.8km

(8)

北12.5m県道､背面道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,200)

特にない １２．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

509

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

52,300 円／㎡

24,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

105.3 ］

99.6［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

+5.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 7月 5日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

26,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 51,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内及び周辺市町の路線商業地域を中心に背後の住商混在地域も含む。主たる需要者は地縁性を有する個
人、個人事業者等を中心とする。岐阜市、瑞穂市へのアクセスが良く、連日多くの車両が往来している。但し商業利用によ
る建物集積はさほど見られず商業地域としての繁華性はやや乏しい。なお需要の中心価格帯の把握は困難であるが、概ね土
地のみで坪当たり１６万円強程度と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏





大垣市林町５丁目１２番１外

中低層店舗兼事務所地

店舗、中層ビル等が
混在する駅に近い商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 0 100 20 中低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

都市機能誘導区域

人口は微減傾向にあるも、当市経済は製造業を中心に堅調。再開
発効果や割安感等もあって中心部の商業地価は横ばいないし上昇
傾向。

アクアウォーク等の集積効果から多様な客層を誘因している。大
垣駅北口の商業地価の押上げ効果は続いている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は大垣駅北口に近い店舗、中層ビル等が混在する商業地域。比準価格の試算では、成約事例から商業地特有の要因
を適切に比較考量して試算価格を得た。一方、近隣地域周辺は高度利用が不十分でテナント需要も弱いため収益価格は低位
に求められた。したがって、本件では実際の成約事例から求めて信頼性が高い比準価格を重視して収益価格も参酌し、更に
代表標準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

近隣地域は大垣駅北口に近い県道沿いの商業地域。周辺はオーミケンシ跡地に大型商業施設や量販店が立地して、その集積
効果から客足は若年層を中心に堅調であり、今後も当分の間は同様に推移してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 121,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

122,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

-2.4

+10.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北 350m

大垣
350m

(8)

西20m県道､南側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,400)

大型商業施設に隣接する商
業地域

２０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

302

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

124,000 円／㎡

74,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8 ％ ％

109.9 ］

100［ ］ 107.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

+7.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 29日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

36,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 122,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

91,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市街地及び周辺部の幹線沿いの商業地域。主な需要者は地場の個人商店主のほか、広域展開を図るチェーンス
トア事業者も見込まれる。都心部ではビル跡地やマンション用地の取引が見られるなど市場は徐々に動き始めている。郊外
幹線沿いの店舗用地は事業用借地権の活用が主流であるが、割安感等から規模大物件の取引が散見されるようになった。商
業地価は長年の下落に歯止めがかかり始め、最近は下げ止まりないし上昇に転じている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社中園不動産鑑定所

中園真一



大垣市今宿５丁目１１番１

低層店舗兼住宅併用地

幹線道路沿いに店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 50 30 低層店舗兼住宅併用地

-

準工(60,200)
地区計画等

都市機能誘導区域

大垣市内の地域経済指標は一部に弱さが見られるものの、マイナ
ス幅は縮小されている。暫くは現状で推移すると予測する。

将来的に沿道の商業施設の集積状況に期待が持てる地域である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域を含む周辺は低層店舗、店舗併用住宅が中心の幹線道路沿いの商業地域であるが、集積度の高い商業地域とは異な
り賃貸市場の成熟度は低い。当初より賃貸目的の物件が安定的に運営できる環境にないため収益価格の説得性は低い。土地
は自用目的の取引が中心である。従って市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌し、さらには代表標準地
との検討を踏まえて、鑑定評価額を決定した。なお単価と総額の関連にも留意した。

［

［

診療所
Ｗ２

ソフトピア地区計画の影響を受け、路線向けの店舗等の進出が見られ今後に期待が持てる地域である。地価は全般的に路線
商業地の動きと同様と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

77,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.3

+25.7

+15.0

+10.3

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南東 2.1km

大垣
2.1km

(8)

南16m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

都市機能誘導区域

特にない １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道
ガス
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

760

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,900 円／㎡

45,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

161.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 25日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

59,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 77,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、大垣市の幹線道路および準幹線道路沿いの地域で、特に価格牽連性が強い地域は、中心市街地外縁の
路線商業地域である。需要者は地元個人事業主、法人等を中心に、チェーンストア事業者も見受けられる。商業地の拡散傾
向が強い中、当該エリアの商業集積度は高くないが、新規出店も見られる等今後の発展に期待が持てる地域である。商業地
の取引は規模や立地、業種も多様であることから中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市林町７丁目字薮下６８１番１

低層店舗地

小売店舗、飲食店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 160 250 低層店舗地

-

準住居(70,200)
居住誘導区域

原材料高騰に伴う食品・日用品の値上げにガソリン高が加わり、
節約志向の消費者行動を受けて小売業界で価格競争が激化してい
る。

店舗閉鎖が認められたが、新規参入はなく、ロードサイドとして
の地位低下が続いている。

個別的要因に変動はない。

取引事例比較法は、幹線沿い商業地域の４事例を採用し、典型的需要者の出店行動に即した試算が行われたと判断する。収
益価格は低位に試算されたが、当該地域の商業建物は自己使用が多く、資産リスクに寛容な賃貸市場では用地取得からの参
入は皆無に近い。よって、鑑定評価額は比準価格を標準として収益価格を関連づけ、指定基準地でもある地価公示地との検
討を踏まえ、上記のとおりに決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

国道交差点と鉄道高架橋の間に位置し、施設立地密度の向上には期間を要するとみられる。ロードサイドとしての競争力は
弱く、地価は下落が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 78,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

77,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+17.1

+22.0

+12.4

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
北東 1.3km

大垣
1.3km

(8)

東25m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(70,200)

中央分離帯がある国道沿い
の商業地域

２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

471

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

80,000 円／㎡

43,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

160.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 24日 正常価格

平成 30年 7月 13日平成 30年 7月 1日

36,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 77,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧大垣市及び隣接市町の幹線・準幹線沿いと判定する。典型的需要は、小売・飲食・日用サービスを中心と
する低層店舗である。小売では、ドラッグストア業界の出店攻勢が目を引き、食品スーパーやコンビニの客層も取り込んで
いる。初期投資の規模、権利形態等はまちまちであるが、ロードサイドは借地が多い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

前田不動産鑑定合同会社

前田　和彦



大垣市久瀬川町７丁目５番８

大工場地

既成市街地の中に大
規模工場等の建ち並
ぶ工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 230 60 200 大工場地

-

工業(60,200)

広域アクセスの充実等で平成２９年（１月～１２月）岐阜県の製
造業の工場立地面積は全国５位で、好調さを維持している。

継続して東海環状自動車道の整備が進行中である。なお、当該地
域は既成の工業地域で、特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は大垣市中心部の自社大工場が多く建ち並ぶ工業地域で、工場の賃貸市場は成立していないため収益還元法は適用
できなかった。なお、比準価格は市内既成の工業地事例及び規模の類似する工業地事例を重視しており、信頼性は高いと思
料する。よって、市場の実態を反映した比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決
定した。

［

［

工場

当該地域は自動車部品、印刷等の工場が立地する既成市街地内の工業地域で、今後も工業地として現状維持程度で推移する
ものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

32,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 2

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.7

-0.6

-18.7

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅
南西方 2.9km

大垣
2.9km

(8)

東11m市道､三方路

工業
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

21,722

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0  ｍ、　奥行　約 200.0  ｍ、　規模 20,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

32,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

23,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

77.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

98.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 30 平成 30年 7月 23日　提出

宅地-1

+3.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 30年 1月]

平成 30年 6月 26日 正常価格

平成 30年 7月 17日平成 30年 7月 1日

695,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 32,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

25,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市を中心に西濃地域・岐阜地域の工業地域。需要者の中心は圏域に拠点を持つ製造業・物流業者で、最近
では県外からの新規参入者も見られる。強固な地盤・津波被害の少ない内陸部のメリット及び東海環状自動車道の整備、さ
らにスマートＩＣの開通を背景に、圏内の工業地需要は高まりつつある。また、大垣市内の既成工業地の取引も中小規模画
地を中心に増加傾向にあり、市内工業地の地価は底堅く推移している。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊
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